	[bookmark: _GoBack]
	
	
	
	

	
	収入	Comment by 菰田泰隆: 「営業の譲渡に関する契約書」（印紙税法別表第一の第１号の１）に該当する。譲渡価額の記載がなければ２００円だが、譲渡価額の記載があれば、譲渡価額に応じて印紙税額を決定する。
印紙
	事業譲渡契約書	Comment by 菰田泰隆: この事業譲渡契約書は、譲渡対象財産や譲渡価額など、多数の事項について、別途協議という建付けになっています。現実問題として、事業譲渡を行うことについて合意はできたし、譲渡対象財産や事業、従業員や負債、いろいろと大雑把には決まっていて、金額も何となくのコンセンサスはある。しかし、詳細が詰めれていない、という状況はあり得ます。
そのような場合には、本契約書のように、別途協議するという建付けの事業譲渡契約書を締結することが多いです。
	
	

	
	
	
	
	

	
	　○○○○株式会社（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）とは、甲の事業の一部の譲渡につき次のとおり契約を締結する。

（目的・譲渡日）
第１条　甲は乙に対し、平成○年○月○日（以下「譲渡日」という。）をもって、甲の○○に関する事業及びこれに関連する事業（以下「本事業」という。）を譲渡する。	Comment by 菰田泰隆: 事業譲渡契約で重要なことは、各種の特定です。事業内容が複雑で一言で伝えられない場合には、事業内容を特定するための別紙を用いたりもします。
　　２　甲と乙とは、手続の進行に応じて必要がある場合には、甲乙協議のうえ譲渡日を変更することができる。
　　３　本事業の細目については甲乙別途協議のうえ決定する。
（譲渡財産）
第２条　前条により譲渡すべき財産（以下「譲渡財産」という。）は、譲渡日現在の甲の本店営業に属する資産及び負債とし、その内容は本契約締結後甲乙協議のうえこれを決定する。	Comment by 菰田泰隆: 「資産及び負債」とだけ記載すると、その内容の特定が困難となります。一般的には、決算書で確認することになります。当事者間で共通理解を作っておくべきですので、譲渡財産をしっかり精査しましょう。
（譲渡価額・支払方法）
第３条　本事業の譲渡の対価は、譲渡財産の譲渡日現在における時価を基準とし、甲乙別途協議のうえ決定する。
　２　前項の対価の支払方法及び支払時期については、甲乙協議のうえこれを決定する。
（引渡時期）
第４条　譲渡財産の引渡時期は譲渡日とする。ただし、法令上の制限、手続上の事由により必要あるときは甲乙協議のうえ、これを変更することができる。
（善管注意義務）
第５条　甲は、本譲渡契約後譲渡財産の引渡完了にいたるまで、善良なる管理者の注意をもって譲渡財産の管理を行い、譲渡財産に重大な影響を及ぼす行為を行う場合は、予め乙と協議し合意のうえこれを行う。	Comment by 菰田泰隆: 譲渡日前に各種財産の処分等が行われることがあるので気を付ける。
結局、譲渡日前にビジネス的に落ち込むと、譲受人としては困るので、譲渡契約から譲渡日まで、ビジネスに口が出せるようにしておいた方が良い。
（従業員の取扱い）
第６条　乙は、本事業に従事する甲の従業員を譲渡日において引き継ぐ。	Comment by 菰田泰隆: 従業員との雇用関係で、誰を引き継いで誰を引き継がないかを決めても構わないし、全員退職でも構わない。
　　　従業員に関するその他の取扱いについては、甲乙協議のうえこれを決定する。
（事情変更）
第７条　本契約締結後譲渡財産の引渡完了にいたるまでの間において、天災地変その他の不可抗力により譲渡財産に重大な変動を生じた場合には、甲乙協議のうえ譲渡条件を変更することができる。
（承認）
第８条　甲及び乙は、平成○年○月○日までに、本契約につき甲にあっては株主総会の、乙にあっては取締役会の承認を求める。
（効力の発生時期）
第９条　本契約は、前条に定める承認を得、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」に定める届出の効力が生じ、また、その他の法令により必要とされる手続が完了したときに効力が生じる。
（協議事項）
第10条　本契約に規定しない事項及び疑義が生じた事項については、信義に従い誠実に甲乙協議して決定する。（注８）
　本契約の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。	Comment by 菰田泰隆: 本契約書は、極めて簡易的な作りとなっており、詳細な事業譲渡契約書と比較すると、以下のような条文が足りない。
・定義規定
・表明保証
・譲渡日までの当事者の義務
・停止条件
・解除
・競業避止義務
・秘密保持義務
・管轄裁判所
かなり足りない条文があるため、本契約書のみで事業譲渡を円滑に進めることは困難であろう。
結局のところ、個別に各種合意を締結しながら進めて行くことになる。
事業譲渡は、計画を立案してから、実際に譲渡されるまで長期間を要し、常に内容が変動する可能性がある。これは、実際に事業を継続しながら売却に動くためである。そこで、本契約書の通り、「別途協議する」という条文を多数入れ、個別に決定して行くことで柔軟な対応ができるのに対し、決定事項が少なくて不安定さが増す。
これをどこまで契約前に整えるかは、互いの信頼関係や事業譲渡の規模によるため、簡易的な事業譲渡契約が悪いとは、一概には言えない。
　　平成○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　甲　東京都○○区○○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○○○　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　乙　大阪府大阪市○○区○○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○○○　㊞
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